
他都市の事例① ※各自治体ＨＰより抜粋

まちづくりディスカッションとは、無作為抽出によって選ばれた18歳以上の市民のかたに参加依頼書を送り、承諾を得た
かたに参加していただく、無作為抽出による市民討議会のことです。
ドイツで実施されているプラーヌンクスツェレという市民参加の手法を参考にしています。

プラーヌンクスツェレの特徴としては、以下のような点が挙げられます。
話し合いへの参加者を無作為抽出で選ぶ
参加者に謝礼を払う
1グループ5人に分けて参加者だけで話し合い、全体で投票を行う
各話し合いの前に現状や課題などの情報提供を行う
プラーヌンクスツェレでは、5つのグループ（25人）が4日間で1回あたり90分の話し合いをメンバーを替えながら16回繰り返
します。

三鷹市における無作為抽出による市民討議会「まちづくりディスカッション」

三鷹市では、プラーヌンクスツェレの形式をそのまま導入するのではなく、先行事例として学び、これまでの市民参加・協
働の歴史を踏まえて、三鷹の地域特性に応じた工夫を加えて「まちづくりディスカッション」を開催しています。

まちづくりディスカッションは、これまで市民参加の機会や経験のなかった市民のかたを含め、より広く多くの市民の皆様
から率直な意見を聴取するために有効な手法として、平成18（2006）年から「まちづくりディスカッション」を開催しています。
これまで開催したまちづくりディスカッションは、以下のとおりとなります。

まちづくりディスカッション2006（平成18年8月実施）
三鷹青年会議所と三鷹市がパートナーシップ協定を締結し、協働の取り組みによる「三鷹まちづくりディスカッション2006」
を開催しました。
テーマ
「安全安心のまちづくり 子どもの安全安心」

第4次基本計画（第1次改定）に向けた「みたかまちづくりディスカッション」（平成27年10月・11月実施）
平成34（2022）年度を目標年次とした第4次基本計画第1次改定にあたり、より多くの市民の皆様のご意見を反映させるた
めに開催しました。
テーマ
「新川防災公園・多機能複合施設（仮称）を拠点とした地域の元気を創造するまち」
「活力と魅力のあるまちづくり」
「これからの地域福祉と、人と人とが支えあうまちづくり」

１ 三鷹市（まちづくりディスカッション） 3 上越市（地域自治区）

新宿区基本構想の見直しと、新基本計画及び新都市マスタープランの策定にあたり、区民の皆さんの意見を広く構想・計
画に反映させるため、皆さんに主体的に検討いただく会議です。
会議は、6つの分科会に分かれ、新基本構想、新基本計画、新都市マスタープランに盛り込むべき内容を検討し、平成18年
6月までに区長へ提言いただきます。

6つの分科会
第１分科会･･･子育て、教育、青少年
第２分科会･･･健康、高齢、障害、介護
第３分科会･･･まちづくり、防災、景観
第４分科会･･･みどり・環境、リサイクル
第５文科会･･･産業、分化・観光
第６分科会･･･コミュニティ、自治制度、協働・参画、地域安全、多文化共生

2 新宿区（新宿区民会議）

参考資料3



他都市の事例② ※各自治体ＨＰより抜粋

無作為抽出方式による附属機関等の市民委員等の公募を行います。

市民の皆さんのより多様なご意見を市政に反映するため、従来の応募方式による公募のほか、無作為抽出方式による公
募を導入します。
このたび、市内に住民登録のある方の中から無作為に選ばせていただいた1,000人の方に、市民委員及び市民参加者
（以下「市民委員等」という。）の候補者名簿への登録のご案内を送付しました。
案内文書がお手元に届いた方は、市民参加による協働のまちづくりにご協力をお願いします。

市民委員等候補者名簿とは

◆ご案内に対して同意の返信をいただいた方を、附属機関・懇談会等（以下「附属機関等」という。）の市民委員等の候補者
として、「市民委員等候補者名簿」（以下「候補者名簿」という。）に登録します。
◆作成した候補者名簿をもとに、市の附属機関等の担当所管の職員から、市民委員等への就任依頼の連絡を差し上げま
す。
◆候補者名簿の有効期間は平成28年6月1日から平成30年5月31日までの2年間となります。

市民委員等の皆さんの役割とは

◆市民委員等に就任された皆さんは、附属機関等の会議の中で、市民の視点から、率直なご意見をいただきたいと考えて
います。専門的な知識や経験のない方も遠慮なく登録へのご同意をお願いします。
◆附属機関等の任期は2年～3年となっており、その間の会議にご出席いただくことになりますが、ご都合が合わない場合
は附属機関等の担当所管にご連絡いただき、ご欠席していただくことも可能です。

4 八王子市（無作為抽出による附属機関等の市民委員等の公募）

宮崎市では、地域コミュニティの活性化とまちづくりの支援について検討してきました。このような中、平成16年度に地方自
治法が改正され、地域住民の声を市政に反映させるしくみである「地域自治区制度」が新設されました。

地域協議会
地域自治区ごとに設けられた地域協議会は、地域住民の意見を市政に反映させるための組織です。

協議会委員は、地域内に居住する方で、地域内で活動する自治会や子ども会、老人クラブなどの各種団体等からの推薦
の委員と、公募による委員で構成されています。委員の定数は、地域自治区内の人口が5万人未満の場合は20名以内、5
万人以上の場合は25名以内となっています。
また、各地域協議会の事務局を支援するために、各地域に地域コーディネーター等を配置しています。
≪地域協議会の役割≫

・地域の連携の強化： 地域の情報交換や各種団体との連携を図り、地域での課題解決に取り組む自主的な協働活動を推
進します。
・施策の提言： 特色ある地域づくりや、地域で生じている課題の解決に必要な施策の提言を行います。 また、地域で実
施されている市の施策に対する改善や、市と地域住民との連携について提言します。
・諮問の協議： 市の施策の決定や変更等で地域に関係するものについて、市長の諮問を受け協議し意見を述べます。

住民主体のまちづくりの推進 地域づくりの方向性を定め、地域の課題解決の実践組織「地域まちづくり推進委員会」が行
う事業について協議し、意見を述べます。

地域まちづくり推進委員会

地域まちづくり推進委員会（名称が「地区振興会」「地域づくり協議会」「まちづくり協議会」等の地域があります。）は、地域コ
ミュニティ活動交付金の交付を受け、まちづくりを実践する地域住民の組織で、現在、27団体が設立されています。
だれでも、自由に参加することができ、現在約2，200人のメンバーが参加・参画しています。その構成は、地域住民からの
応募、自治会・PTAなどの地域の各種団体やNPOに所属する方など様々で、各部会（又は実行委員会）に分かれて事業を
実施しています。
平成21年度は初年度にもかかわらず、255の事業が実施され、学識経験者等で構成する評価委員会においても、その活動
が高く評価されています。また、平成26年度は、426の事業が実施されました。

6 宮崎市（地域自治区）

5 豊田市（学生によるまちづくり提案）


